
作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。

●地域自主組織、社会福祉協議会など、関係機関との連携を図
る。
●地域福祉活動を担う人材を育成する。
●小地域福祉ネットワークや見守り活動など、地域福祉活動の組織
化と、それらの活動に参加・参画しやすい体制づくりを支援する。

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○高齢化が進み、高齢者世帯が増加し、平均寿命・平均自立期間
が延びる中、地域での福祉活動は益々重要になる。○災害等の緊
急事態の対応に不安をもつ人が多くなっている。○地域自主組織に
おける福祉を担う部署を地区福祉委員会と位置づけ、社会福祉協
議会とともに支援を行うよう整理した。

○住民意識には、地域での福祉活動が重要だとの認識はある。し
かし、人口減少・高齢化等により自治会、地区での活動の継続、充
実が困難な状況にある。
○個人情報保護が重要視される中、個人情報の取り扱いに関する
意見がある。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●地域での助け合い、見守り等を通して日常生活の中で近隣との
良好な関係を築く。
●地域自主組織福祉部を基盤に自ら福祉活動に積極的に参加す
る。

①
役
割
分
担

背
景
・
要
因

○すべての地域自主組織に福祉を担う専門部が設置され、福祉
活動に参加する人は増えているが、他市と比較できる客観的デー
タがないため、比較できない。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）
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Ａ）地域の中でボランティア活動をした市民の割合
　成行値は、地域自主組織福祉部の発足により多少は上昇していくと予測する。目標値は、福祉部の活動を支援することで
活動基盤を定着・充実させ、成行き以上の成果とする。
B)地域で自主的に企画・実践する福祉活動
　同上

地域福祉活動に関
心のある市民の割合

Ｄ

Ａ）市民アンケート調査で把握「あなたは過去1年以内に地域の中で福祉ボランティア活動をしたことがありますか？（※具体
的な活動例を示す）　Ｂ）地域福祉専門部の活動報告書（助成金対象事業の延べ参加者；健康福祉総務課）で把握
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成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

対象指標

Ａ
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①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

市民

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

地域で支えあう意識を高め、
福祉活動を実践する。

福祉活動の実践と
連携

②
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⑤
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成果指標
地域の中で福祉ボランティア活動（見
守り、声かけなど）をした市民の割合

Ａ

Ｂ

Ａ）地域で支え合いの意識を高め、福祉活動を実践すると、福祉ボランティア活動をした市民の割合は増加に繋がると考え
た。
Ｂ）地域独自の福祉活動が推進されているかどうかは、地域での自主企画･実践福祉活動の量で把握できると考えた。

長寿障がい福祉課,地域包括支援Ｃ,
子育て支援課,健康推進課,保健福祉
課

地域で自主的に企画・実践した福祉活動
の参加延べ人数(地域福祉専門部の活動)

区分 ２１年度単位

41,917
単位 ２１年度

健康福祉総務課

梅木　郁夫

8

区分 ２２年度 ２４年度２３年度

29

２６年度２５年度

41,159

２４年度 ２５年度２２年度 ２３年度

40,548
41,159 40,548

25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）

施策主管課

施策統括課長

施策名

40,440 39,949

関係課

人

平成

21 地域福祉の充実

42,428

総合
計画
体系

25平成

政策名
Ⅲ 地域で支えあうくらしづくり
　　 《保健・医療・福祉》
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

■目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

□目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

・地域自主組織に地域福祉推進委員を配置し、地域活動の充実は図られてきているが、今後は地域課題を
明確にし、その課題に沿った活動展開が必要である。

①

②

③

④

・地域自主組織及び専門部の活動により市民の地域福祉に対する意識の高揚が図られた。
地域で支えあう意識の
高揚

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

・特になし

○地域課題を明確にして、地域と社会福協議会、行
政の役割分担を明らかにし、地域ごとの課題解決に
つなげていく必要がある。

○地域課題を明確にして、地域と社会福祉協議会、行
政の役割分担を明らかにし、地域ごとの課題解決して
いけるよう支援していく。

○住民同士の支え合い(声掛け、見守り活動など）の
必要性を認識してもらう必要がある。

○地域住民同士のつながりを深める学習会等の開催を支
援していく。
○社会福祉協議会や民生委員、地域自主組織等と連携を
図っていく。

○地域ごとの課題を明確にし、活動展開していく必
要がある。
○福祉活動を担う地域の人材を育成していく必要が
ある。

福祉活動の実践と連携

⑤
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①
地域で支えあう意識
の高揚

②
福祉活動の実践と連
携

○地域ごとの課題を明確にし、地域が活動展開していける
よう支援していく。
○地域福祉を担う人材に対する学習会等の開催を支援し
ていく。

④

⑤

区　分 今後の課題 次年度の方針（案）

③

《21 地域福祉の充実》

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

背
景
・
要
因

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○地域自主組織に専門部が設置され、地域福祉推進委員を置くなどの体制整備を図っ
たことで、目標を上回る成果につながっている。

○全ての成果指標において、成果は向上した。
　これは、地域自主組織の福祉部門が担っている活動により、一定
の成果が出ていることと考えられる。一方、参加する市民が固定化
され、その拡大や充実が図れていないという実情もある。
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